
第２１回浜岡地域
原子力防災協議会作業部会

3．放射線防護資機材、物資、燃料の
備蓄・供給体制
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御前崎市

菊川市
牧之原市

掛川市

島田市

吉田町

焼津市

藤枝市

静岡県は、PAZ内の防護対策を担う自治体職員、警察・消防職員（消防団員を含む）のほか、ﾊﾞｽ会社等の運転者、
放射線防護対策施設の施設管理者等向けに個人線量計等の放射線防護資機材を備蓄。

緊急時には、これらの放射線防護資機材を用いて活動を実施。

平時には、これらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

対象者
対象

施設数
備蓄拠点

自治体職員、避難誘導者、
バス運転者等防災関係者

３
静岡県原子力防災ｾﾝﾀｰ、
御前崎市役所（西館）、
牧之原市役所

警察職員
消防職員、消防団員等

４
菊川警察署、牧之原警察署
御前崎消防署、牧之原消防署

施設管理者等
14（御前崎市）※
６（牧之原市）※

放射線防護施設

27合 計

PAZ

PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

まきのはら

まきのはら

まきのはら

おまえざきし

おまえざき

きくがわ

おまえざき

おまえざき

まきのはら

まきのはら

まきのはら

きくがわ

※御前崎市14施設（高松体育館、新野地区ｾﾝﾀｰ・体育館、佐倉地区ｾﾝﾀｰ、朝比奈体育館、比木体育館、
白羽地区ｾﾝﾀｰ、御前崎小学校体育館、白羽小学校体育館、市立御前崎総合病院、御前崎市総合保
健福祉ｾﾝﾀｰ、社会福祉法人賛育会東海清風園、社会福祉法人御前崎厚生会灯光園、ﾅｰｼﾝｸﾞﾎｰﾑ
静養館御前崎ｵｰｼｬﾝﾋﾞｭｰ、御前崎ふれあい福祉ｾﾝﾀｰ（なごみ））

※牧之原市６施設（相良原子力防災ｾﾝﾀｰ、地頭方原子力防災ｾﾝﾀｰ、菅山小学校体育館、相良B＆G海
洋ｾﾝﾀｰ体育館、多目的体育館、御前崎中学校体育館））

まきのはらし

おまえざきし

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 個人線量計 防護服
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移 動

資機材運搬

静岡県原子力防災ｾﾝﾀｰ・静岡県北遠総合庁舎・

静岡県沼津工業技術支援センター・東名浜名湖SA・

新東名浜松SA、新東名静岡SA

放射線防護資
機材備蓄拠点
（●）

上り線 静岡ＳＡ・藤枝ＰＡ・清水PA

下り線 浜松ＳＡ・遠州森町ＰＡ
新東名

一時集結拠点
候補施設（●）

上り線 日本平ＰＡ・日本坂ＰＡ

下り線 浜名湖ＳＡ・三方原ＰＡ・遠州豊田ＰＡ
東名

うぐいすＰＡ、静岡県工業技術研究所国道１号

竜洋海洋公園（国道150号）、太田川親水公園その他

30

輸送事業者等

一時集合場所等
住民の一時移転等を実施

放射線防護資機材
備蓄場所（●）

一時集結拠点（●）

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材の受取

資機材の受取

資機材搬送を
担う事業者等

連絡･調整

静 岡 県 原 子 力 災 害 対 策 本 部

住民搬送を担う
事業者等

UPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

 UPZ内住民の一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、緊急時に設置する一時集結拠点（避難退
域時検査場所※）や放射線防護資機材備蓄拠点で放射線防護資機材を配布。※東名・新東名のＳＡ・ＰＡに設置

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、それまでのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果等により、
避難搬送による被ばく線量が積算1mSvを十分に下回ることを説明。

 平時には、放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

しずおか ふじえだ

はままつ えんしゅうもりまち

にほんだいら にほんざか

はまなこ みかたはら えんしゅうとよだ

しみず

りゅうよう おおたがわ

ぬまづ

しずおかはままつ

はまなこ

ほくえん
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※本協定のほか、東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、中部電力、北陸電力の3社間において「原子力安全向上にかかる相互技術協力に関する協定書」を締結
（平成29年3月7日）

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※（平成26年10月10日）

【協定事業者】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び
早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する
事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

主な備蓄資機材
協定事業者（各原子力事業者）が備蓄している資機材の合計数量

数量資機材

360台ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管）

1,000個個人線量計

1,000個全面ﾏｽｸ

30,000着防護服

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 個人線量計 全面ﾏｽｸ 防護服

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時における原子力事業者
間協力協定」の内容を充実させて締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事業者は、保有す
る資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。
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原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制
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緊急時に備え、関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態に至った場合、静岡
県が調整を行い、県内全市町村や物資供給等に関する協定を締結している民間事業者等の協力を得て、食料及び
生活物資等を融通する体制を整備。

森町吉田町藤枝市焼津市磐田市島田市袋井市菊川市掛川市牧之原市御前崎市備蓄物資
種類 R6.11時点R6.11時点R6.11時点R7.4時点R6.11時点R6.11時点R6.11時点R6.11時点R6.11時点R6.11時点R6.11時点

45,000
―

39,962
―

2,328
131,650

―
110,000

―
100,000

―
50,000

―
205,500

―
104,000

―
270,000

34,220
92,550

14,538
94,980

食料品
主食類（食）
ｱﾙﾌｧ化米（個）

2,112
―

162

2,880
―
―

66,000
―
―

672
―
―

102,144
―
―

7,000
―
―

―
―

5,400

11,400
288

12,780

5,472
―
―

飲料水
500ｍＬ（本）
１Ｌ（本）
２Ｌ（本）

3,6904,88824,71914,80057,84818,31618,5925,88255,16019,23510,389毛布（枚）

1662621,1011,5684295264845606541,264203簡易ﾄｲﾚ（個）

※内閣府（防災担当）災害用物資・機材等の備蓄状況に関する調査等を参考に作成

関係市町の生活物資の備蓄状況
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関係市町における行政備蓄

避難所となる施
設に非常給水タ
ンク(2t)38基と耐
震性貯水槽
（2994t）を飲料水
として確保

（仮設ﾄｲﾚ）

緊急遮断弁が設
置されている配水
池の貯留水
20,800㎥

おまえざきし まきのはらし かけがわし きくがわし ふくろいし しまだし いわたし やいづし ふじえだし よしだちょう もりまち
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 関係市町及び避難先市町村から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められる状況になった場合に
備え、静岡県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を民間企業等と締結。

締結民間企業等内容協定の種類

(協)沼津卸商社ｾﾝﾀｰ、ｼﾝｺｰﾗﾐ工業㈱、㈱
ｺｰﾁｮｰ、鈴木産業㈱、ｴﾘｴｰﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ㈱静岡
工場(富士)、㈱ｴﾝﾁｮｰ、㈱三菱電機ﾗｲﾌﾈｯﾄ
ﾜｰｸ中部本部、中央物産㈱、㈱望月商店、
静岡県わた寝具商工組合、(協)静岡流通ｾ
ﾝﾀｰ、ﾄｰﾒｲ商事㈱、静岡県災害対策寝具協
議会、㈱ﾀﾞｲﾏﾂ、㈱前田工業、日本電気㈱
静岡支社、ﾕﾆ・ﾁｬｰﾑﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ（株）ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
生産本部、FDK㈱、(協)浜松卸商ｾﾝﾀｰ、㈱
遠鉄百貨店、㈱ｶｲﾝｽﾞ、DCM㈱、鈴木清見
㈱、日本毛布工業組合、NPOｺﾒﾘ災害対策
ｾﾝﾀｰ、㈱ﾏｷﾊﾞ、㈱ｾﾌﾞﾝｰｲﾚﾌﾞﾝ･jﾊﾟﾝ、㈱ﾌｧﾐ
ﾘｰﾏｰﾄ、㈱ｲﾄｰﾖｰｶ堂、(合同会社)西友、ﾕ
ﾆｰ㈱山静営業部、㈱ﾏｷﾔ、㈱田子重、掛川
ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ、㈱桃中軒、生活協同組合ﾕｰ
ｺｰﾌﾟ、ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱東海・長野ｶﾝﾊﾟﾆｰ、㈱静
岡伊勢丹、㈱ﾛｰｿﾝ、㈱ｹｰﾖｰ 等

食料品、
生活必需品等
の供給

災害時に
おける応急生
活物資の協
力に
関する協定

静
岡
県

静岡県石油業協同組合、ｱｲｶﾜ㈱、ｱﾋﾞｴｰｼｮ
ﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ㈱、鈴与商事㈱

燃料の供給

災害時等に
おける燃料の
供給に
関する協定

(一社)静岡県バス協会、(一社)静岡県トラッ
ク協会、静岡県内航海運組合、市、漁業協
同組合、静岡県旅客船協会、東海汽船㈱、
神新汽船㈱、赤帽静岡県軽自動車運送協
同組合

物資の緊急・
救援輸送等

災害時等に
おける緊急・
救援輸送等
に関する
協定

協定の種類・締結民間企業等
・生活物資の供給【㈱伊藤園、ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ東海㈱、ｻﾝｴｰﾊﾟｯｸ㈱、㈱ｶｲﾝｽﾞ】
・燃料等の供給【静岡県ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ協会中部支部、静岡県石油業協同組合榛原支部、浜岡石油業組合、

(一社)静岡県LPｶﾞｽ協会小笠地区会】
・緊急輸送【御前崎漁業協同組合、㈱ｴﾎﾟｯｸ、(一社)静岡県トラック協会 等】

御前崎市

・生活物資の供給【静岡県油業榛原支部、KOﾏｰﾄ、㈱ｽｰﾊﾟｰﾗｯｸ、㈱ｶﾈﾊﾁ、㈱伊東ﾌｰﾂﾞ、㈱伊藤園、太
陽建機ﾚﾝﾀﾙ㈱、㈱ﾀｶﾗｴﾑｼｰ 等】

・燃料等の供給【静岡県石油業協同組合榛原支部 等】
・緊急輸送【相良漁港、坂井平田漁港、地頭方漁港、(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会】

牧之原市

・生活物資の供給【掛川市農業協同組合、大和紙器㈱、大黒天物産㈱、ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ㈱、㈱杏林堂薬局、
㈱遠鉄ｽﾄｱ、ﾕﾆ・ﾁｬｰﾑ㈱、㈱ﾅﾌｺ、㈱ﾍﾞｲｼｱ、㈱ｶｲﾝｽﾞ、㈱大村総業磐田工場 等】

・燃料等の供給【静岡県LPｶﾞｽ協会掛川地区会 等】
・緊急輸送【一般社団法人静岡県ﾄﾗｯｸ協会、佐川急便㈱ 等】

掛川市

・生活物資の供給【NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、㈱ｴﾝﾁｮｰ、遠州夢咲農業協同組合、㈱ｽｰﾊﾟｰﾗｯｸ、㈱
静鉄ｽﾄｱ、㈱ﾀｶﾗｴﾑｼｰ、菊川市商工会、大和紙器㈱ 等】

・燃料等の供給【(一社)静岡県LPｶﾞｽ協会小笠地区会 等】
・緊急輸送【(一社)静岡県トラック協会中部支部】

菊川市

・生活物資の供給【大塚製薬㈱袋井工場、コニカミノルタケミカル㈱、ｺｶ･ｺｰﾗｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱袋井ｾｰﾙｽｾ
ﾝﾀｰ、ﾌｸﾛｲ乳業㈱、㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ静岡、㈱ｶｲﾝｽﾞ、 ㈱遠鉄ｽﾄｱ 等】

・燃料等の供給【(一社)静岡県LPｶﾞｽ協会袋井地区会】
・緊急輸送【(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会、福山通運㈱】

袋井市

・生活物資の供給【㈱吉田商店、㈱用品のｶﾜｻｷﾔ、㈱松村ﾊｶﾘﾔ、㈱ﾏｽﾀﾞ電気、生活協同組合ｺｰﾌﾟ、㈱
暮しの衣料むらい、南ｱﾙﾌﾟｽ産業㈱、日本ｸｯｶﾘｰ㈱ 等 】

・燃料等の供給【静岡県石油商業組合島田支部金谷地区会、JA大井川ｼｬﾈﾝ 等】
・緊急輸送【(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会】

島田市

・生活物資の供給【（株）ｶｲﾝｽﾞ、（株）ｴﾝﾁｮｰ、ﾎﾟｯｶｻｯﾎﾟﾛﾌｰﾄﾞ＆ﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ（株）、ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ東海（株）、
（株）杏林堂薬局、（株）遠州米穀、JA遠州中央農業協同組合、（株）ﾊﾞﾛｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ等】

・燃料等の供給【静岡県石油商業組合磐田支部、（一社）静岡県LPｶﾞｽ協会磐田地区会】
・緊急輸送【（一社）静岡県ﾄﾗｯｸ協会中遠支部、田地川運送（株）、ﾔﾏﾄ運輸（株）、佐川急便（株）】

磐田市

・生活物資の供給【㈱田子重、㈱富士屋、焼津缶詰同業会、ﾔﾏｷﾝ㈱、大井川農業協同組合、
青島米穀店、若杉米穀店、KOﾏｰﾄ、静岡県産醤油㈱、㈱鈴勝 等】

・燃料等の供給【(一社)静岡県LPｶﾞｽ協会中部支部藤枝地区会 等】
・緊急輸送【赤帽静岡県軽自動車運送協同組合、(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会 等】

焼津市

・生活物資の供給【生活協同組合ﾕｰｺｰﾌﾟしずおか、東海ガス、㈱ｴﾝﾁｮｰ、㈱静鉄ｽﾄｱ、駿遠地区畳商工
業組合、旭紙業㈱、㈱ｼﾞｰｱｲﾋﾞｰ、㈱ﾅﾌｺ 等】

・燃料等の供給【静岡県石油商業組合焼津藤枝支部】
・緊急輸送【(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会中部支部】

藤枝市

・生活物資の供給【ｲｵﾝﾋﾞｯｸﾞ㈱、㈱ﾉｼﾞﾏ、㈱杏林堂ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、㈱ｿﾙｰﾅ、NPO法人ｺﾒﾘ災害対
策ｾﾝﾀｰ、ﾀﾞｲﾄﾞｰﾄﾞﾘﾝｺ㈱、FVｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 、東海ﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 等】

・燃料等の供給【静岡県石油業協同組合榛原支部、静岡県LPｶﾞｽ協会榛原地区会】
・緊急輸送【㈱丸総、(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会】

吉田町

・生活物資の供給【㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ静岡、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、森町商工会、㈱ﾅﾌｺ、三協ﾌﾛﾝ
ﾃｱ】

・燃料等の供給【静岡県石油商業組合中東遠支部森地区】
・緊急輸送【(一社)静岡県ﾄﾗｯｸ協会】

森町

災害時における物資の供給等に関する主な締結状況

33

静岡県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

よしだちょう

もりまち

ふじえだし

やいづし

いわたし

しまだし

ふくろいし

きくがわし

かけがわし

まきのはらし

おまえざきし
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34

 PAZからの避難住民の受入れ時には、静岡県・御前崎市・牧之原市
が調達した物資や災害時協定を締結している民間企業等からの流
通備蓄を運送事業者等の協力を得て、避難先に搬送する。

 物資等が不足する場合、静岡県は、御前崎市や牧之原市と連携しながら
原子力現地災害対策本部（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀ ）ーに対し物資調達を要請するととも
に避難先自治体に備蓄物資の一次的な提供を要請する。

 その他、日本赤十字社等支援団体や原子力事業者、避難先自治体の
支援を得け、避難先での物資を供給する。

上田地域

佐久地域

南 ア ル プ ス 市山

梨

県

甲 斐 市

昭 和 町

中 央 市

市川三郷町

浜松市

松本地域

北アルプス地域

長野地域

北信地域

PAZ内避難時の物資備蓄・供給体制

御前崎市・牧之原市
災害対策本部

静岡県
災害対策本部

原子力現地災害対策本部
（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

避難先１
浜松市・山梨県（南アルプス市・甲斐市・昭和町・中央市・市川三郷町）

避難先２
⾧野県（松本地域・北アルプス地域・⾧野地域・北信地域・佐久地域・上田地域）

避難先自治体
（一次的な物資の供給）

原子力事業者日本赤十字社
等支援団体

物
資
の
供
給

物
資
の
供
給

要
請

物
資
の
供
給

物
資
の
供
給

連携

物
資
の
供
給

物
資
の
供
給

運
送
事
業
者
等
の
協
力

運
送
事
業
者
等
の
協
力

まきのはらし

まきのはらし

おまえざきし

おまえざきし
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 静岡県、関係市町は、大規模災害発生時における国、他都道府県等のプッシュ型支援・プル型支援に備え、支援物資を円滑に受入れ・

仕分けのため、広域物資輸送拠点 （県内８か所）、地域内物資輸送拠点（県内３５か所）を整備。

 静岡県等は、広域物資輸送拠点において、国、他都道府県等から輸送された支援物資を市町の要求を踏まえて必要な食料や物資を分

別し、地域内物資輸送拠点に配送。関係市町等は、地域内物資輸送拠点において、広域物資輸送拠点から配送された物資を地域住民

の状況を踏まえて供給。あわせて、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。

 広域物資輸送拠点・地域内物資輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

広
域
物
資
輸
送
拠
点（
●）

県
内
避
難
先

地
域
内
物
資
輸
送
拠
点
（
●）

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

屋
内
退
避
施
設
等

国
等

輸
送

配
送

供
給

輸 送

地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給等を要請

「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」より

物資輸送拠点●
ＵＰＺ内広域

物資輸送拠点●

・島田市総合ｽﾎ゚ ﾂーｾﾝﾀー ﾛー ｽ゙ｱﾘー ﾅ

・焼津市総合体育館

・静岡県武道館（藤枝市）

・牧之原市静波体育館

・北ｵｱｼｽﾊ゚ ｸー富士見ｽｸｳｪｱ駐車場（吉田町）

JA大井川

集出荷場

・磐田市防災備蓄ｽﾃｰｼｮﾝ

・袋井市豊沢の丘防災倉庫

・掛川市生涯学習ｾﾝﾀｰ

・御前崎市拠点防災倉庫

・菊川文化会館ｱｴﾙ

・森町拠点防災倉庫

小笠山総合

運動公園

(エコパ）

・政府等の供給食料・物資の集積
・避難住民（県内避難先）への食料・物資の供給
・ｵﾌｻｲﾄ対応で必要となる放射線防護資機材
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ゙情報）等

広域物資
輸送拠点

・屋内退避住民への食料・物資の供給
・住民ﾆー ｽ゙等を踏まえた物資供給等に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ゙情報）等

地域内物資
輸送拠点 35

静岡県における物資の集積・備蓄拠点

しまだし

やいづし

ふじえだし

まきのはらし

ふじみ よしだちょう

いわたし

ふくろし とよさわ おか

かけがわし

おまえざきし

きくがわ

もりまち

おおいがわ

おがさやま
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生活物資の備蓄状況

簡易ﾄｲﾚ
（個）

毛布
（枚）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

食料品
（食）

10,00015,000106,000166,000合計

※ 令和７年３月時点
※ 物資の供給は、静岡県からの要請に基づき、本社等に備蓄されている

物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※ 上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資を活用して

生活物資の確保に努める。

災害時における物資の輸送に関する協定の締結状況

相手先内容協定の種類

中電グループ
会社

生活物資、資機材等
の輸送

原子力災害時におけ
る住民避難支援およ
び資機材輸送に関す
る協定

36

 中部電力では、災害時に静岡県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場合に備え、本店等に備蓄している
食料品及び生活物資を支援する備蓄体制を整備。

 物資の輸送に関しては、中部電力が民間業者と締結した原子力災害時における協定を活用。

静岡県愛知県

⾧野県

岐阜県

三重県
：本社,支社等

原子力事業者による生活物資の支援体制
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関係業界団体等

民間企業

物資関係省庁

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省調達要請 回答

回答

調達要請 要請を伝達

原子力災害対策重点区域内
が
混乱し要請を待ついとまがな
いと認められた場合必要と判
断し要請

対応状況の報告

原子力災害対策本部
（首相官邸）

要請を伝達 調達・供給
の調整

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（静岡県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

調整
静岡県原子力災害対策本部

関係市町災害対策本部
広域物資輸送拠点

地方公共団体
による行政備蓄 地域内物資輸送拠点等

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

PAZ内 UPZ内 UPZ外

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業
物資調達の要請

 静岡県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、国の原子力災害対策本部に対し物資調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、国の原子
力災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、または
要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、静岡県内の広域物資輸送拠点への物資
搬送を行う。

37

国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制
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38

 南海トラフ地震では、被災地方公共団体及び家庭等で備蓄している物資が数日で枯渇する一方、発災当初は、被災
地方公共団体において正確な情報把握に時間を要すること、民間供給能力が低下すること等から、被災地方公共団
体のみでは、必要な物資量を迅速に調達することは困難

 国は、被災府県からの具体的な要請を待たないで、必要不可欠と見込まれる物資を調達、輸送手段・体制を確保し、
プッシュ型支援で被災府県に緊急輸送（できる限り早期にプル型（要請対応型）へ切替）

出典：「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要」（内閣府防災担当）

南海トラフ地震における物資調達に係る計画の概要
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関係業界団体等

製油所・油槽所

経済産業省

供給要請 回答

回答

供給要請 要請を伝達

原子力災害対策重点区域内
が
混乱し要請を待ついとまがな
いと認められた場合必要と判
断し要請

対応状況の報告

原子力災害対策本部
（首相官邸）

要請を伝達 調達・供給
の調整

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（静岡県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

調整
静岡県原子力災害対策本部

関係市町災害対策本部

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

PAZ内 UPZ内 UPZ外

物資調達の要請

一時集結拠点等

中核ＳＳ等
※緊急車両の優先給油等

民間企業等

 静岡県及び関係市町が備蓄している燃料が不足する場合、国の原子力災害対策本部に対し燃料調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、国の原子力災害
対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等に調達要請を実
施し、原則として製油所・油槽所から一時集結拠点又は避難先等への搬送を行う。

39

国による物資（燃料）の供給体制
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 南海トラフ地震により、太平洋沿岸部の多くの製油所・油槽所等が被災する状況にあっても、災害応急対策活動に必要な燃料を確実に確保し
迅速かつ円滑に供給する必要。このため、石油業界の系列供給網毎の系列BCPを基本としつつ、『災害時石油供給連携計画』に基づく系列を
超えた相互協力を行う供給体制を構築。 また、製油所・油槽所へのアクセス道路の啓開等により燃料輸送網を速やかに
確保し、①進出拠点や救助活動拠点等への重点継続供給、②緊対本部の調整による重要施設等への円滑な優先供給を実現.。

 重要施設の業務継続や災害応急対策活動に必要な電力及びガスを確実に確保し迅速かつ円滑に供給する必要。このため、電力事業者やガ
ス事業者の相互協力を行う体制を構築。 また、重要施設への電源車、移動式ガス発生設備等による臨時供給を実現。

 重要施設の業務継続や災害応急対策活動に必要な通信を迅速かつ円滑に提供する必要。このため、電気通信事業者との必要な協力体制を
構築。 また、重要施設への通信端末の貸与、移動基地局車又は可搬型の通信機器等の展開等による通信の臨時確保を実現。

40
出典：「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要」（内閣府防災担当）

南海トラフ地震における燃料供給、電力・ガスの臨時供給及び
通信の臨時確保に係る計画の概要
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国は、自家発電設備を備え、災害による停電時にも地域の住民の方々に継続して給油を行うこと
ができる「住民拠点ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ」を、静岡県に合計445か所整備済。（中核SS：58か所整備済）

災害による停電時には、これらの住民拠点ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ等を拠点とし、燃料供給を行う。

PAZ

相良給油所

ﾏﾛﾝｻﾞｻﾝ
浜砂給油所

相良給油所

ｾﾙﾌ浜岡
給油所

浜岡東給油所

浜岡ﾊﾞｲﾊﾟｽ
給油所

Ｄｒ．Ｄｒｉｖｅｾﾙﾌ
御前崎給油所

桜ヶ池給油所
ﾃﾞｨｵｽ浜岡

給油所

御前崎港
給油所

（凡例）
：住民拠点SS

菊川市
10か所

掛川市
14か所

島田市
11か所

PAZ内種別
10か所住民拠点SS

住民拠点サービスステーション（令和7年2月28日時点）
41

UPZ内静岡県内種別
119か所445か所住民拠点SS

避難先都県の住民拠点SS整備数
愛知県 ：616か所
三重県 ：264か所
岐阜県 ：325か所
福井県 ：146か所
石川県 ：120か所
富山県 ：133か所

⾧野県 ：395か所
山梨県 ：165か所
神奈川県：355か所
東京都 ：370か所
埼玉県 ：439か所
群馬県 ：246か所

御前崎市
7か所

牧之原市
9か所

吉田町
4か所

焼津市
16か所

藤枝市
8か所

森町
2か所

袋井市
13か所

磐田市
25か所
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主な関係業界団体等主要緊急物資担当省庁物資の種類

周辺自治体水道局飲料水（応急給水）国土交通省給水

日本OTC医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

一般薬、紙おむつ、
ﾏｽｸ 等厚生労働省医薬品等

各種食品産業関係団体 等ﾊﾟﾝ、即席めん、
おにぎり、缶詰 等農林水産省食料等

（一社）ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾚﾝﾀﾙ・ｱｿｼｴｰｼｮﾝ、
日本家庭紙工業会、
日本毛布工業組合 等

仮設ﾄｲﾚ、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、
毛布 等

経済産業省

生活必需品

石油連盟、全国石油商業組合連合会、
（独）ｴﾈﾙｷﾞｰ・

金属鉱物資源機構（JOGMEC） 等
ｶﾞｿﾘﾝ、軽油 等燃料（石油・石油ｶﾞｽ等）

主要緊急物資担当省庁貸出用機材の種類

災害対策用移動通信機器
（衛星携帯電話、MCA端末、簡易無線機）総務省通信機器

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P11,P13の体制に基づき実施

 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料や生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画 第2編 各災害に
共通する対策編に基づき実施。
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